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１．当社の環境への取り組み（環境基本方針） 

 当社グループは、気象・気候をドメインとし、「いざというときに人の役に立ちたい」

という原点の想いとともに「船乗りの命を守りたい。地球の未来も守りたい。」というDrea

mを持つ企業として、人間社会・企業活動のみならず、地球環境がともに持続可能となる社

会の実現が、私たちのミッションであると考えております。 

 

 気象・気候サービスを通じたリスクの最小化、そして環境負荷低減への取り組みなどの

日々の積み重ねが持続可能な人間社会・企業活動・地球環境を実現すると信じ、全社そして

ステークホルダーであるサポーターの皆様とともにサステナブルな社会の実現に取り組むべ

く、環境基本方針を定め、遵守します。 

 

１．サービスを通じた気候変動適応・緩和の推進 

気象・気候サービスの提供を通じて、気候変動に伴う極端気象への「適応」やGHG排出削

減など環境負荷を低減する「緩和」を実現します。 

 

２．自社の環境負荷の低減に向けた取り組み 

GHG排出削減および再生可能エネルギーの導入を通じて自社の環境負荷の低減に向けた取

り組みを行います。 

 

３．事業を通じた生物多様性保全への貢献 

企業・個人サポーターと生物多様性の状況の「見える化」や生物多様性関連イニシアティ

ブ・業界団体への参画、外部との協働などを通じた生物多様性保全への取り組みを行いま

す。 

 

４．事業を通じた循環型社会への貢献 

事業による環境への影響に配慮し、持続可能な調達、リサイクルをはじめとした廃棄物対

策などに努めるとともに、気象・気候サービスの提供を通じた循環型社会への貢献に向けて

取り組みます。 

 

５．社内外の環境意識向上への取り組み 

社員の一人ひとりが、持続可能な社会の実現の重要性を理解し、全社そしてステークホル

ダーであるサポーターの皆様とともに環境に配慮したサービスを通じた価値創造や環境意識

向上に向けた教育・啓発活動を行います。 

  



２．グリーン調達基本方針 

当社環境基本方針に基づき、環境に配慮した製品・サービスを調達することにより、サプ

ライチェーン全体を通じて環境負荷削減を図るとともに、持続可能な社会の実現に貢献しま

す。 

 

３．グリーン調達基準 

【目的】 

本グリーン調達ガイドラインは、当社が地球環境への負荷が低い製品・サービスを調達

するため、お取引先様に当社のグリーン調達方針と基準を開示し、励行いただくことを

目的としています。 

 

【基本的な考え方】 

当社は、品質や価格といった考慮要素に加え、当社のグリーン調達基本方針に賛同し、

以下に掲げる取り組みを行っていただけるお取引先様から優先的に製品・サービスを調

達することで、持続可能な社会の実現に貢献します。 

・供給頂く製品・サービスの環境負荷低減への取り組み 

・お取引先様の調達、開発、生産、物流、販売といった事業活動における環境負荷低減 

への取り組み 

・当社とお取引先様との環境への取り組み成果の共有 

・お取引先様のさらなる上流のお取引先様への環境負荷低減の働きかけ 

 

【当社が求めるグリーン調達活動への取り組み】 

①環境コンプライアンスの遵守 

・お取引先様 ご自身の順法を確認していること。 

・お取引先様の更なる上流のお取引先様へ順法を要請することを推奨します。 

②GHG排出量の削減 

・当社に対して、GHG排出量削減効果の高い製品・サービス等を積極的に提案していた

だくこと。 

・お取引先様 ご自身の GHG 排出量を把握し、継続的に改善努力をしていること 

・お取引先様のさらなる上流のお取引先様へ GHG 排出量削減を要請することを推奨し

ます 

③資源循環の推進 

・当社に対して、資源循環・廃棄物削減効果の高い製品・サービス等を提案していただ

くこと。 

・お取引先様 ご自身の廃棄物排出量を把握し、排出量削減に向けて継続的に改善努力

をしていること 

・お取引先様のさらなる上流のお取引先様へ廃棄物排出量の削減を要請することを推奨

します 

④生物多様性の保全 

・当社に対して、生物多様性に寄与する製品・サービス等を提案していただくこと。 

・お取引先様 ご自身の生物多様性保全を実施し、保全に向けて継続的に改善努力をし

ていること 


